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別紙２       

証券取引法等の一部を改正する法律の施行等 

に伴う関係ガイドラインの新設及び改正の概要 

 

証券取引法等の一部を改正する法律（平成 18 年法律第 65 号）、証券取引法等の一

部を改正する法律及び証券取引法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の

整備等に関する法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令（平成 19 年政令第

233号）及び関係内閣府令の施行に伴い、新たに導入される「四半期報告制度」及び「内

部統制報告制度」に関する留意事項を定めたガイドラインを新設し、並びにその他開示

制度に関する留意事項を定めた関係ガイドラインを改正するものである。 

 

Ⅰ． 新設・改正するガイドライン 

１ 新設 

①  「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成 19 年内閣

府令第 63 号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）」の取扱いに関する留意事

項について（四半期財務諸表等規則ガイドライン）（具体的内容は［別紙３］） 

② 「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成 19 年内閣

府令第 64 号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）」の取扱いに関する留意

事項について（四半期連結財務諸表規則ガイドライン）（具体的内容は［別紙４］） 

③ 「財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するための体制に関する

内閣府令（平成 19 年内閣府令第 62 号。以下「内部統制府令」という。）」の取扱い

に関する留意事項について（内部統制府令ガイドライン） 

（具体的内容は［別紙５］） 

 

２ 改正 

① 企業内容等の開示に関する留意事項について（平成 11 年４月大蔵省金融企画

局）（企業内容等開示ガイドライン）（具体的改正内容は［別紙６］） 

② 特定有価証券の内容等の開示に関する留意事項について（平成11年４月大蔵省

金融企画局）（特定有価証券開示ガイドライン）（具体的改正内容は［別紙７］） 

③ 開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について（平成

14 年６月金融庁総務企画局）（具体的改正内容は［別紙８］） 

④ 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和 38 年大蔵省令第 59

号。以下「財務諸表等規則」という。）」の取扱いに関する留意事項について（平成

12 年７月金融庁総務企画部）（財務諸表等規則ガイドライン） 

（具体的改正内容は［別紙９］） 

⑤ 「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和 52 年大蔵省令

第 38 号。以下「中間財務諸表等規則」という。）」の取扱いに関する留意事項につい

て（平成 12 年７月金融庁総務企画部）（中間財務諸表等規則ガイドライン） 

  （具体的改正内容は［別紙 10］） 

http://www.fsa.go.jp/news/19/syouken/20071002-1/03.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/19/syouken/20071002-1/04.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/19/syouken/20071002-1/05.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/19/syouken/20071002-1/06.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/19/syouken/20071002-1/07.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/19/syouken/20071002-1/08.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/19/syouken/20071002-1/09.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/19/syouken/20071002-1/10.pdf
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⑥ 「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和 51 年大蔵省令第

28 号。以下「連結財務諸表規則」という。）」の取扱いに関する留意事項について

（平成 12 年７月金融庁総務企画部）（連結財務諸表規則ガイドライン） 

  （具体的改正内容は［別紙 11］） 

⑦ 「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成 11 年大蔵省

令第 24 号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）」の取扱いに関する留意事項

について（平成 12 年７月金融庁総務企画部）（中間連結財務諸表規則ガイドライ

ン）（具体的改正内容は［別紙 12］） 

⑧ 「財務諸表等の監査証明に関する内閣府令（昭和 32 年大蔵省令第 12 号。以下

「監査証明府令」という。）」の取扱いに関する留意事項について（平成 12 年７月金

融庁総務企画部）（監査証明府令ガイドライン）（具体的改正内容は［別紙 13］） 

 

Ⅱ． 概要 

１ 四半期財務諸表等規則ガイドライン 

（１）主な内容 

① 簡便な会計処理の取扱い（四半期財務諸表等規則ガイドライン６） 

企業会計基準委員会（ＡＳＢＪ）から公表された「四半期財務諸表に関する会計基

準」等においては、簡便な会計処理の適用を認めており、四半期財務諸表等規則で

は当該会計処理を適用した場合に注記を求めている。この場合の簡便な会計処理

を本ガイドラインで具体的に例示する。 

② 四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の取扱い（四半期財務諸表等規則ガイ

ドライン７） 

四半期財務諸表等規則では、四半期財務諸表の作成に特有の会計処理を適用

した場合に注記を求めているが、この場合の当該会計処理とは「四半期財務諸表に

関する会計基準」にいう四半期特有の会計処理（原価差異の繰延処理、後入先出

法における売上原価修正、税金費用の計算）をいう。 

③ 継続企業の前提に関する注記の取扱い(四半期財務諸表等規則ガイドライン 21) 

イ 継続企業の前提に関する注記において記載を求めている経営者の対応につ

いては、前事業年度末において継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象

又は状況が存在した場合で特段の変化がない場合は、少なくとも当事業年度

末までの対応を、大きな変化があった場合、あるいは新たに発生した場合には

当四半期会計期間の四半期貸借対照表日の翌日から 1 年間の対応を記載す

る。 

ロ 経営者の対応には、合理的な経営計画がある場合にはその内容、合理的な

経営計画がない場合には経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成する

ことが合理的と判断した理由を含む。 

④ 外国会社の四半期財務書類の取扱い（四半期財務諸表等規則ガイドライン85－

２） 

外国会社の四半期財務書類については、本邦における表示方法と異なるものが

http://www.fsa.go.jp/news/19/syouken/20071002-1/11.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/19/syouken/20071002-1/12.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/19/syouken/20071002-1/13.pdf
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ある場合その内容の注記を要することとしており、当該場合を例示する。 

⑤ その他の所要の整備を行う。 

 

（２）実施時期 

  平成 20 年 4 月 1 日以後開始する事業年度に係る四半期財務諸表から適用する。 

 

２ 四半期連結財務諸表規則ガイドライン 

（１）主な内容 

① 簡便な会計処理の取扱い（四半期連結財務諸表規則ガイドライン11） 

   企業会計基準委員会（ＡＳＢＪ）から公表された「四半期連結財務諸表に関する会

計基準」等においては、簡便な会計処理の適用を認めており、四半期連結財務諸

表規則では当該会計処理を適用した場合に注記を求めている。この場合の簡便な

会計処理を本ガイドラインで具体的に例示する。 

② 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の取扱い（四半期連結財務諸表

規則ガイドライン 12） 

四半期連結財務諸表規則では、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理

を適用した場合に注記を求めているが、この場合の当該会計処理とは「四半期財務

諸表に関する会計基準」にいう四半期特有の会計処理（原価差異の繰延処理、後

入先出法における売上原価修正、税金費用の計算）をいう。 

③ 継続企業の前提に関する注記の取扱い(四半期連結財務諸表規則ガイドライン

27) 

四半期財務諸表等規則ガイドライン21の取扱いは、四半期連結財務諸表規則第

27 条に規定する継続企業の前提に関する注記について準用する。 

④ その他の所要の整備を行う。 

 

（２）実施時期 

   平成 20 年 4 月 1 日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適

用する。 

 

３ 内部統制府令ガイドライン 

（１）委託業務の取扱い（内部統制府令ガイドライン３－１） 

財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するために必要な体制には、

会社が業務を委託している場合におけるその委託業務も含まれる。なお、委託先が国

若しくは地方公共団体又はそれらに準ずる機関の場合には、この限りでない。 

 

（２）内部統制報告書の記載事項等 

① 最高財務責任者（内部統制府令ガイドライン４－１） 

内部統制府令第１号様式記載上の注意及び第２号様式記載上の注意に規定する

最高財務責任者は、会社が、財務報告に関し、代表者に準ずる責任を有する者を
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定めている場合における当該者をいい、単に財務を担当している者は含まない。 

② 記載内容の例示（内部統制府令ガイドライン４－２、４－３、４－４） 

内部統制府令第１号様式記載上の注意及び第２号様式記載上の注意に規定す

る「財務報告に係る内部統制を整備及び運用する際に準拠した基準の名称」、「財

務報告に係る内部統制の評価手続の概要」及び「財務報告に係る内部統制の評価

の範囲」の記載内容について、本ガイドラインで具体的に例示する。 

③ 重要な欠陥の是正に向けての方針等（内部統制府令ガイドライン４－５） 

内部統制報告書において、重要な欠陥の内容及びそれが事業年度の末日まで

に是正されなかった理由を記載している場合において、当該重要な欠陥の是正に

向けての方針、当該方針を実行するために検討している計画等がある場合には、そ

の内容を併せて記載することができる。 

 

（３）内部統制監査報告書等の記載事項等 

① 内部統制監査報告書（内部統制府令ガイドライン７－１） 

内部統制監査報告書を財務諸表監査の監査報告書と合わせて作成する場合に

は、財務諸表監査の監査報告書の次に内部統制監査報告書を付加する形式によ

る。 

② 内部統制監査の概要（内部統制府令ガイドライン８－１） 

内部統制監査に関する事項の概要の記載は、監査証明府令第１号様式において、

内部統制監査に係る概要を内書きする形式により行うことができる。 

 

（４）外国会社の財務報告に係る内部統制（内部統制府令ガイドライン１１－１） 

外国会社が本国等における用語、様式及び作成方法により内部統制報告書を作成

する場合には、第２号様式の【表紙】に相当する部分については、同様式に従って作成

する。 

 

（５）米国証券取引委員会に登録している本邦上場企業の内部統制（内部統制府令ガイ

ドライン 14－１） 

米国証券取引委員会に登録している本邦上場企業が、米国における用語、様式及

び作成方法により内部統制報告書を作成する場合には、第１号様式の【表紙】に相当

する部分については、同様式に従って作成する。 

 

（６）実施時期 

  平成 20 年４月１日以後開始する事業年度から適用する。 

 

なお、内部統制報告制度に関して寄せられた照会等に対して行った回答等のうち、先

例的な価値があると認められるものを整理した「内部統制報告制度に関するＱ＆Ａ」を併

せて公表している。（具体的内容は［別紙５－１］） 

 

http://www.fsa.go.jp/news/19/syouken/20071002-1/05-1.pdf
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４ 企業内容等開示ガイドラインの改正 

(１) 主な改正内容 

① 四半期報告制度の導入に伴い、四半期報告書の提出、記載内容等に関する留

意事項を定める。 

イ 事業年度を変更した場合にその変更した最初の事業年度が３月を超える場合

は四半期報告書の提出が必要である旨、非上場会社が上場会社になった場合

には上場会社となった四半期会計期間に係る四半期報告書から提出が必要と

なる旨等の取扱いを定める。（企業内容等開示ガイドライン 24 の４の７－１、24

の４の７－３） 

ロ 上場会社になって最初に提出する四半期報告書においては、前年同四半期と

の対比の記載が求めらる事項であっても、当該対比を要しない旨等を定める。

（企業内容等開示ガイドライン 24 の４の７－４） 

ハ 有価証券届出書の提出日前に発生した重要な事実で当該有価証券届出書に

記載することができなかったものが記載できるようになった場合に、四半期連結

財務諸表及び四半期財務諸表が作成され、公表された場合が該当する旨、届出

の効力が生じた後、四半期連結財務諸表及び四半期財務諸表が作成され、公

表された場合に訂正届出書の提出が必要である旨等を定める。（企業内容等開

示ガイドライン７－３、７－７等） 

② 組織再編成により有価証券を発行又は交付する場合で一定の要件を満たすとき

には、有価証券届出書の提出が必要となったことに伴い、届出の効力の発生時期

を明示する。（企業内容等開示ガイドライン８－１④） 

③ 有価証券の募集又は売出しに該当しない場合として、取得条項付株式について

取得事由が生じたこと又は全部取得条項付種類株式について全部を取得する旨

の株主総会決議があったことにより有価証券を発行する、又は移動する場合等を

例示する。（企業内容等開示ガイドライン２－５，２－10） 

④ その他の所要の改正を行う。 

 

(２) 実施時期 

１０月１日に実施する。 

ただし、企業内容等の開示に関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令（平成

19 年内閣府令第 65 号）附則第３条第１項及び第２項の規定により、なお従前の例とさ

れる、いわゆる従来の確認書に関する規定については経過措置を設け、平成 20 年３

月 31 日まで適用する。（企業内容等開示ガイドライン附－１、附－２） 

 

５ 特定有価証券開示ガイドライン 

① 開示規制の対象となる第２項有価証券の範囲についての取扱いを、例えば次の

ように定める。 

イ 法第２条第２項第５号に掲げる権利で、取得勧誘又は売付け勧誘等を行う時点

において、当該権利に係る出資又は拠出を受ける財産の価額の合計額の 100
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分の 50 を超える額を充てて有価証券に対する投資を行う見込みである、又は行

っている場合等に該当するもの。（企業内容等開示ガイドライン３－１） 

ロ 法第２条第２項第１号に掲げる権利で、取得勧誘又は売付け勧誘等を行う時点

において、当該権利に係る信託財産に属する資産の価額の総額の 100 分の 50

を超える額を有価証券に対する投資に充てて運用を行う見込みである、又は行

っている場合等に該当するもの。（企業内容等開示ガイドライン３－２） 

② 第２項有価証券の募集又は売出しを行うものとして届出を行った場合において、

当該有価証券の所有者が 500 名未満となった場合には、「届出の取り下げ願い」を

関東財務局長に提出する旨を定める。（企業内容等開示ガイドライン４－２、４－３） 

③ その他の所要の改正を行う。 

 

(２) 実施時期 

１０月１日に実施する。 

 

６ 開示用電子開示手続ガイドライン 

（１）主な改正内容 

① 受付時間 

    現在ＥＤＩＮＥＴ提出の受付時間を午前９時 30 分から午後５時までとなっているもの

について、利用者の利便性を向上させるために午前９時から午後５時 15 分に延長

する。 

② その他の所要の改正を行う。 

 

(２) 実施時期 

１０月１日に実施する。 

 

７ 財務諸表等規則ガイドライン、中間財務諸表等規則ガイドライン、連結財務諸表規

則ガイドライン及び中間連結財務諸表規則ガイドラインの改正 

（１）「関連当事者の開示に関する会計基準」の公表に伴う改正 

① 関連当事者との取引等に関する注記内容の明確化（財務諸表等規則ガイドライ

ン８の 10、８の 10－１、８の 10－１－９、８の 10－１－10、８の 10－３、連結財務諸表

規則ガイドライン 15 の４の２、15 の４の２－１、15 の４の２－１－10、15 の４の２－５） 

関連当事者との取引に関する注記（財務諸表等規則第８条の 10、連結財務諸表

規則第 15 条の４の２）及び親会社及び重要な関連会社に関する注記（財務諸表等

規則第８条の10の２、連結財務諸表規則第15条の４の３）は、「関連当事者の開示

に関する会計基準」が適用される場合の注記であることを明確化。 

② 適用 

平成 20 年４月１日以後開始する事業年度及び連結会計年度（以下「事業年度

等」という。）から適用する。ただし、平成 19 年４月１日以後開始する事業年度等か

ら早期適用可能。 
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（２）「リース取引に関する会計基準」の公表に伴う改正 

① リース取引に関する注記内容の明確化（財務諸表等規則ガイドライン８の６、８の

６－１－１、８の６－１－２、８の６－２、連結財務諸表規則ガイドライン 15 の３、中

間財務諸表等規則ガイドライン５の３、中間連結財務諸表規則ガイドライン 15） 

リース取引に関する注記（財務諸表等規則第８条の６、連結財務諸表規則第 15

条の３、中間財務諸表等規則第５条の３、中間連結財務諸表規則第 15 条）は、「リ

ース取引に関する会計基準」が適用される場合の注記であることを明確化。 

② 適用 

平成20年４月１日以後開始する事業年度等並びに中間会計期間及び中間連結

会計期間（以下「中間会計期間等」という。）から適用する。ただし、平成 19 年４月１

日以後開始する事業年度等及び中間会計期間等から早期適用可能。 

 

（３）継続企業の前提に関する注記の取扱い 

① 継続企業の前提に関する注記内容の変更（中間財務諸表等規則ガイドライン５

－18－５） 

継続企業の前提に関する注記において記載を求めている経営者の対応及び経

営計画については、前事業年度において継続企業の前提に重要な疑義を抱かせ

る事象又は状況が存在した場合で特段の変化がない場合には当事業年度末まで

の経営者の対応及び経営計画を、大きな変化があった場合、あるいは新たに発生

した場合には少なくとも当中間会計期間の中間貸借対照表日の翌日から１年間の

経営者の対応及び経営計画を記載する。 

② 適用 

平成 20 年４月１日以後開始する中間会計期間等から適用する。 

 

（４）その他所要の整備 

① 証券取引法等の一部を改正する法律の施行に伴う所要の整備（財務諸表等規

則ガイドライン８の２－１等） 

証券取引法等の一部を改正する法律の施行に伴い、所要の整備を実施。 

② 適用 

平成 19 年９月 30 日以後終了する事業年度等及び中間会計期間等から適用す

る。 

 

８  監査証明府令ガイドラインの改正 

 ① 四半期レビューの導入に伴う所要の整備等を実施 

② 適用 

平成 20 年 4 月 1 日以後開始する事業年度等及び中間会計期間等に係る監査証

明から適用する。 

 


